て 備 環 型 地域 社 会 の 実現 を 目指 し て て 


令 和 4 年 度 版 
岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロロ エミッション 推進 事業 


の 手引 き 





県 で は 、 事 業者 の 皆様 に よる 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑制 や 
リサ イク ル 等 に 関す る 取組 を 支援 し ます 。 





お 、 今 回 、 以 下 の 5 つ の 事業 メニ ュー の 募集 は あり ませ ん 。 

1| 企業 内 ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 4| 廃棄 物 利用 製品 開発 推進 事業 
2| 地域 ・ 企 業 間 ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 |5| 廃棄 物 利 用 製品 製造 推進 事業 
3| 廃棄 物 発生 抑制 等 技術 研究 開発 推進 事業 












































令 和 人 年 ら 月 
召 手 県 環境 生活 部 資源 循環 推進 課 


公募 期間 … 令 和 4 年 5 月 24 日 ( 火 ) ~ 令 和 4 年 7 月 29 日 ( 金 ) 


令 和 4 年 度 版 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事 業 の 手引 き 





1 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 と は ? 











2 制度 の 概要 
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B 助 率 及び 補助 金額 








3 応募 に 当たっ て の 留意 事項 

















の 提出 
































目標 の 設定 と 成果 
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の 検証 








5 事業 実施 に 当たっ て の 留意 事項 











1) 神 
2) 神 











B 助 対象 経費 の 発注 
B 助 金 の 前 金 払 い 
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事業 計画 の 変更 
施設 の 試験 稼動 





6 経理 処理 に つい て の 留意 事項 
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8 スケ ジュ ー ル 

















帳 冬 等 の 記録 、 管 理 、 保存 
補助 対象 物件 の 取得 
取得 財産 の 管理 、 処 分 


7 補助 金 の 支払 い 
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研究 成果 の 帰属 
補助 対象 物件 等 の 検収 ・ 表 示 
グリ ー ン 購入 等 へ の 協力 

その 他 留 意 事 項 
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補助 金 交付 期待 額 の 算定 に お ける 端数 の 取扱 い 
採択 事業 の 公表 


応募 事業 の 審査 ・ 選 考 
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1 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 と は ? 


この 事業 は 、 岩 手 県 内 に お ける 産業 廃棄 物 *「 や 事業 系 一 般 廃棄 物 *? (以下 「 産 業 廃 棄 物 等 」 と いい 
ます 。) の 3R (リデュース (発生 抑制 )、 リ ユー ス ( 再 使用 )、 リ サイ クル (再生 利用 )) の 推進 と 、 環 
境 に 配慮 し た 事業 活動 の 促進 を 目的 と し て 、 事 業者 の 皆様 が 主 に 県 内 で 発生 する 産業 廃棄 物 等 の 3 R の 
推進 に 関す る 取組 を 行う 場合 の 経費 の 一 部 を 補助 する 制度 で す 。 

また 、 こ の 事業 は 、 産 業 廃棄 物 を 岩手 県 内 で 排出 し た 事業 者 の 皆様 か ら 納 め て いた だ いて いる 、 産 
業 廃棄 物 税 の 収入 を 主 な 財源 と し て いま す 。 















































※1 事業 活動 に 伴っ て 排出 され る 廃棄 物 で 、 燃 え 殻 や 汚泥 な ど 、20 種類 (廃棄 物 処理 法 で 規定 ) を 指し ます 。 
※2 産業 廃棄 物 以 外 の 廃棄 物 の うち 、 事 務 所 か ら 排 出さ れる 紙くず な ど 、 事 業 活動 に 伴っ て 排出 され る 廃棄 物 を 指し ま 
す 。 
































2 制度 の 概要 








(1) 事業 メニ ュー 
今回 の 追加 公募 で は 次 の 2 つの 事業 区 分 の 公募 を 行い ます 。 





⑥ ゼロエミッショ ン 普 及 促 進 事業 
自ら 排出 する 産業 廃棄 物 等 の 3 R を 推進 し よう と する 事業 が 対象 と な り ま す 。 

※ バ イオ ディ ー ゼ ル 燃 料 (BDF) を 製造 する 場合 は 、 自 ら 、 ま た は 県 内 の 事業 者 等 が 排出 する 産業 廃棄 物 等 の 3 
R を 推進 し よう と する 事業 が 対象 と な り ま す 。 














(⑦ 環境 産業 育成 支援 事業 

県 再生 資源 利用 認定 製品 製造 事業 者 が 製造 する リサ イク ル 製 品 の 商品 力 強 化 また は 販売 促進 の 取 
組 を 行 お うと する 事業 、 及 び 事 業 メ ニュ ー① ゆ か ら ⑥ ま で の 事業 に より 補助 金 を 受け て 開発 も し く は 
製造 し た 、 製 品 ま た は 技術 の 利用 促進 を 目的 と し て 実施 する 事業 が 対象 と な り ま す 。 





























※ な お 、 今回 、 以 下 の 5 つ の 事業 メニ ュー の 募集 は あり ませ ん 。 
① 企業 内 ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 ④ 廃棄 物 利 用 製品 開発 推進 事 
② 地域 ・ 企 業 間 ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 ⑤ 廃棄 物 利用 製品 製造 推進 事 
③ 廃棄 物 発生 抑制 等 技術 研究 開発 推進 事業 
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(2) 補助 対象 者 
ア (1) の ⑥ の 事業 区 分 
( ア ) エコ ショ ッ プ いわ て 認定 店 ま 3 を 有する 事業 者 
( イ ) し \ わ て 地球 環境 ( こ や さ し し ‘事業 所 ** 訴 定 事業 者 
( ウ ) 県 内 に 事業 所 を 置く また は 置 こ うと する 事業 者 (中 小 企業 基本 法 (昭和 38 年 法律 第 154 号 ) 
に 基づく 中 小 企業 者 に 限り ます 。) 
(エエ) 特定 非 営利 活動 促進 法 に 基づき 認証 を 受け た 特定 非 営利 活動 法人 (NPO 法 人) 
( オ ) 複数 の 事業 者 か ら 構 成 さ れる 、 法 人 格 を 有する 団体 (構成 員 の 半数 以上 が 県 内 に 事業 所 を 置 
く 事業 者 で ある 必要 が あり ます 。) 
※3 ご み の 減 量化 や リサ イク ル に 積極 的 に 取り 組ん で いる 、 環 境 配 慮 型 の 店 舗 と し て 県 に より 誰 定 を 受け た 店 舗 
を 指し ます 。 な お 、 エ コ 協 力 店 いわ て 認定 制度 の 概要 は 、 県 ホー ムペ ー ジ 「 エ コ 協 力 店 いわ て 認定 制度 」 の 
ペー ジ か ら ご 覧 に な れ ま す 。 
※4 地球 温暖 化 を 防止 する た め に 、 二酸化 炭素 排出 の 抑制 に 関す る 取組 を 積極 的 に 行っ て いる 事業 者 と し て 、 県 
か ら 認 定 を 受け た 事業 者 を 指し ます 。 
な お 、 い わ て 地球 環境 に や さ し い 事業 所 認定 制度 の 概要 は 、 県 ホー ムペ ー ジ 「『 い わ て 地球 環境 に や さ し い 
事業 所 』 認定 制度 の 概要 」 の ペー ジ か ら ご 覧 に な れ ま す 。 
イ (1) の ⑦ の 事業 区 分 
( ア ) 岩手 県 再生 資源 利用 認定 製品 *? 認 定 事 業者 
( イ ) 事業 区 分 の か ら ⑥ ま で の 事業 に よっ て 開発 され た 製品 等 を 対象 と する 事業 者 
※5 リサ イク ル 製 品 の 利用 拡大 を 図る た め 、 一 定 の 基準 を 満た す サリ サイ クル 製品 と し て 、 県 が 申請 に 基づき 認定 
し た 製品 を 指し ます 。 
な お 、 岩手 県 再生 資源 利用 認定 製品 認定 制度 の 概要 は 、 県 ホー ムペ ー ジ 「 岩 手 県 再生 資源 利用 認定 製品 」 の 
ペー ジ か ら ご 覧 に な れ ま す 。 
(3) 補助 対象 経費 、 補 助 率 及び 補助 金額 
1 次 の 機械 装置 の 購入 、 据 付け 及び 改良 に 要する 経費 
(1) 汚泥 脱水 機 
(2) 木くず 破砕 機 又は 本 くず ボイラ ー 
⑥ (3) 業務 用 生 ご み 処 理 機 
ゼロ エミ ッ シ | (4) 廃 プ ラス チッ ク 類 溶融 機 又は 廃 プ ラス チッ ク 類 | 補助 対象 経費 の 100 万 円 以上 
ョ ン 普 及 促進 破砕 機 3 分 の 1 以内 500 万 円 以下 
事業 (5) バイ オデ ィ ー ゼ ル 燃 料 (BDF) 製造 装置 
(6) その 他 、 知 事 が 必要 か つ 適 当 と 認め る 機械 装置 
※(6) に つい て は 、 担 当 課 に ご 相談 ぐ くだ さい 。 
2 市場 形成 調査 費 
1 岩手 県 再生 資 | 1 岩手 県 再生 次 
1 再生 資源 利用 認定 製品 認定 事業 才 MR 隊 dRAMM 
(1) 品質 癌 上 又は コス ト ダ ウン の た め の 調 査 色 析 委 に 
託 経費 細 還 
デコ 0 補助 対象 経費 の 30 万 円 以上 300 
I pb MM の 1 | 万 円 以下 
紅 境 産業 成 (3) 販売 プロ モー ショ ン 委 託 経 費 2 1 以外 の リサ | 2 1 以外 の リサ 
fi Pe ea i クル 製品 に 関 イク ル こ 関 
2 事業 区 分 ひか ら ⑥ ま で の 事 つて 開発 こ 虹 昌和 へ 呈 へ 
曲 稀 を 対象 と する 事業 者 する 取組 の 坦 合 する 収入 の 場合 
アド バイ ザー 派遣 受入 経費 補助 対象 経費 3 | 20 万 円 以上 200 
分 の 1 以内 万 円 以下 




















〇 事業 の 採択 に あたっ て は 、 書 類 審査 な ど を 実施 いた し ます 。 
〇 一 事業 者 が 同時 に 複数 の 事業 メニ ュー に 応募 する こと が で きま す 。 
〇 事務 所 の 光熱 費 ① 従 業 員 の 賃金 等 の 経常 的 経費 、 土地 取得 費 太 び 営 業 車両 の 購入 費 な ど 、 用 
途 が 記 募 事業 に 限定 で き な い も の は 、 原 則 と し て 補助 対象 と な り ま せん 。 
〇 消費 税 の 人 金融 機 関 へ の 振込 手数 料 は 補助 対象 経費 と な り ま せん の で 、 申 請 に あたっ て は ぞ その 
分 を 除い て 積算 を 行っ て くだ さい 。 
〇 事業 メニ ュー に よっ て は 、 産 業 廃棄 物 処 理 施設 設置 許可 め 産 業 廃棄 物 処理 業 の 許可 が 必要 に 
な る 場合 が あり ます 。 詳し く は 県 資源 循環 推進 課 に ご 相談 くだ さい 。 
〇 アド バイ ザー 派遣 受入 を 行う 場合 は 、 申請 時 (補助 事業 の 内 定 後 ) まで に アド バイ ザー 派遣 
受入 に つい て の 委託 契約 書 の 写し を 提出 し て くだ さい 。 
〇 市 場 形成 調査 を 他 の 事業 者 に 委託 し て 行う 場合 は 、 申請 時 (補助 事業 の 内 定 後 。8 月 以降 を 
予定 ) まで に 市 場 形成 調査 に 関す る 委託 契約 書 の 写し を 提出 し て くだ さい 。 
〇 環境 産業 育成 支援 事業 の 補助 対象 経費 に つい て 
・ 販 売 プ ロモ ーション 委託 経費 及び アド バイ ザー 派遣 受入 経費 は 、 販売 促進 活動 に 関す る 委 
託 先 へ の 人 件 費 、 交 通 費 、 印 刷 費 、 通 信 費 、 運 搬 費 等 が 該当 し ます 。 
・ 広 告 宣伝 費 、 イ ベン ト 、 展 示 会 等 へ の 出展 経費 は 、 賃 金 、 詩 金 、 旅 費 、EU 刷 費 、 通 信 費 、 
運搬 費 等 が 該当 し ます 。 
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応募 に 当たっ て の 留意 事項 








(1) 応募 書類 の 提出 








応募 書類 の 提出 の 際 に 、 事 業 内 容 に つい て の ヒア リン グ 等 を 行い ます の で 、 あ ら か じ め 応 募 書類 を 
































提出 する 日 時 を 県 資源 循環 推進 課 ま で お 知ら せ の うえ ご 持参 願い ます 。 























な お 、 所 定 の 応募 様式 の 規格 は A 4 判 と し ます が 、 補 足 説明 資料 に つい て は 、 そ れ 以 外 の 規格 で も 








構い ませ ん 。 








(2) 事業 目標 の 設定 と 成果 の 検証 





ア 応募 に あたり 、 当 該 事 業 計画 に 沿っ た 、 明 確 な 根拠 に 基づく 産業 廃棄 物 等 の 減量 化 や 資源 化 等 に 
































関す る 目標 を 設定 し て くだ さい 。 
































( 例 : 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑制 量 、 再 生 利用 量 、 廃 棄 物 処理 費 の 削減 額 、 リ サイ クル 製品 売上 高 } 



































加 額 な ど ) 











が | 


























[ 











報告 を し て いた だ く 場 合 が あり ます )。 








(3) 事業 期間 























イ 事業 完了 年 度 の 翌年 度 か ら 2 年 間 及 び 5 年 経過 後 の 年 度 に お ける 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑制 等 の 実 
施 状況 に つい て 、 報 告 し て いた だ きま す (それ 以外 の 年 度 に お きま し て も 、 人 簡易 な か た ち で の 状況 


ニー 











単 年 度 内 に 完了 する 事業 が 対象 と な り ま す の で 、 事 業 期間 は 、 原 則 と し て 県 か ら の 補助 交付 決 
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( 令 和 4 年 8 て 9 月 を 予定 ) か ら 令 和 5 年 2 月 28 日 まで の 間 で 設定 し て いた だ く 必 要 が あり ます 。 ( 令 





























和 5 年 3 月 は 事業 の 完了 確認 等 を 行う た め 、 2 月 まで に 事業 が 完了 する 必要 が ある も の で す 。) 
また 、 事 業 期間 内 に 全て の 補助 対象 経費 の 支払 い を 終え て いた だ く 必 要 が あり ます 。 
































(4) 補助 金 交 付 期待 額 の 算定 に お ける 端数 の 取扱 い 





1, 000 円 未満 の 端数 が 生じ た 場合 は 、 端 数 を 切り 捨て た 額 を 補助 金 交付 期待 額 と し て くだ さい 。 











(5) 採択 事業 の 公表 























採択 事業 に つい て は 、 採 択 事業 者 名 、 事 業 テ ー マ 、 事 業 概要 、 事 業 費 、 補 助 額 及 び 事 業 に お け 
標 等 を イン ター ネッ ト 等 に より 公表 し ます の で 、 あ ら か じ め ご 了承 願い ます 。 
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応募 事業 の 審査 ・ 選 考 








な お 、 各 事 





No 6 て 7 の 事業 は 、 主 に 書類 審査 














業 メ am の 











より 選考 を 行い ます 。 


審査 ・ 選 考 実施 者 及び 主 な 審査 項目 は 次 の と お り で す 。 
































壮 





事業 


NN 





に | 


審査 ・ 選 考 実施 者 














主 な 審査 項 





























ゼロ エミ ッ シ ョ ン 普 及 促進 














環境 産業 育成 支援 事業 























岩手 県 産業 ・ 地 域 


ゼロ エミ ッ シ ョ ン 





る @ エコ ショ ッ プ いわ て 認定 店 を 有 


⑯ 追 去 に 採択 され た 事業 で 開発 さ 





れ た 設備 や 技術 を 導入 する か 。 





























する 事業 者 で ある か 。 











@ いわ て 地球 環境 に や さ し い 事業 




















所 認定 事業 者 で ある か 。 
業 廃 棄 物 等 の 小 量 化 の 効果 






































推進 事業 審査 会 事 
務 局 (県 資源 循環 
推進 課 ) 



































玄 廃棄 物 等 の 資源 化 の 効果 
(割合 及び 量 ) な ど 











上 高 増加 額 及 び 伸 び 率 
業 廃棄 物 等 の 再生 資源 へ の 転 



































6 クル 製品 へ の 再生 資源 の 












































原価 コス ト の 削減 額 及 び 削 減 率 
& 














5 事業 実施 に 当たっ て の 留意 事項 
(1) 補助 対象 経費 の 発注 























補助 金 交 付 決定 前 に 契約 し た 経費 
に 関す る 発注 及び 契約 は 、 県 か ら 補 助 金 交 





(2) 補助 金 の 前 金 払 い 

















(3) 事業 計画 の 変更 




















設置 する 施設 の 構造 仕様 が 著しく 変わ る 場合 や 、 補助 対象 経費 の 





は 補助 対象 外 と な り 3 
は 決定 を 受け 











原則 と し て 、 補 助 金 は 全て の 補助 対象 経 
別 な 事情 が ある と 認め られ る 場合 は 、 必 要 な 人 金 


























費 の 支出 が 確認 で き た 後に お 支 




















が あっ た 場合 等 は 、 


i 








(4) 施設 の 試験 稼動 





補助 事業 に より 、 産 業 廃棄 物 等 の 3 R【 
1 ヶ月 程度 を 試験 稼動 期間 と し 、 補 助 














6 経理 処理 に つい て の 留意 事項 








(1) 帳簿 等 の 記録 、 管 理 、 保 存 


ど し て 、 他 業務 の 経理 と 明確 に 























また 、 補 助 対 象 経費 に 関す る 綴 











後 5 年 間 保 存 し て くだ さい (証拠 書類 
定 が 出来 ず 、 補 助 金 を お 支払 いで き な く な る お それ が あり ます 。)。 

















《 証 拠 書類 の 例 》 





























に 資す る 施設 を 導入 する 場合 は 
事業 の スケ ジュ ー ル に 含め て くだ さい 。 











(0 の 補助 事業 専用 の 帳簿 (補助 簿 ) や 預金 
区 別 で きる よう に し て くだ さい 。 
OC 
に よっ て 補助 対象 経費 が 確認 























E す の で 、 補 助 対 象 経 
た 後に 行っ て くだ さい 。 
































E 費 と する 物品 又は 役 





払い し ます 。 例 外 的 に 、 特 
額 を 前 金 払 いす る こと が で きま 





思 分 の 20 パー セン ト 以 上 の 増減 
事業 計画 変更 の 申請 を 行い 、 M その 誰 喉 を 受 1 ナ る 必要 が あ り ます 。 
な お 、 事 業 計画 の 変更 に より 、 当 初 決定 を 受け た 補助 金額 を 増 





額 す る こと は で きま せん 。 


設置 後 、 少 な く と も 


























通帳 等 を 用 意 す る な 



































E し 、 補 助 事業 終了 



































、 補 助 対象 経費 の 訟 























① 物品 購 人 等 ゴ : 見 積 書 ) 注文 書 、 

















書 、 契 約 書 、 納 品 書 、 






































② 施設 整備 、 高 額 物品 購入 等 : 





振込 の 場合 振込 人 有人 主夫 な ど 








① に げ る 証拠 書 








類 の 他 、 仕 様 書 





求 書 及び 領収 書 (銀行 








(2) 補助 対象 物件 の 取得 
取得 価格 50 万 円 以上 の 物品 購入 等 に つい て は 、 原 則 と し て 2 社 以 上 か ら 見 積 り を 徴収 し 、 性 能面 
や コス ト 面 を 比較 検討 し た うえ で 契約 し て くだ さい 。 ま た 、 そ れ ら の 写し に つい て 、 申 請書 類 に 写し 
を 添付 願い ます 。 
また 、 見 積 り を 徴収 で き な い 場合 で も 、 計画 書 上 、 購入 相手 を 選定 し た 理由 を 明確 に し て くだ さい 
(3) 取得 財産 の 管理 、 処 分 
ア 補助 事業 に より 取得 し た 機械 装置 等 の 財産 又は 効用 の 増加 し た 財産 に つい て は 、 補助 事業 の 終了 
後 も 善良 な る 管理 者 の 注意 を 持っ て 管理 し 、 補 助 金 交 付 の 目的 に 沿っ て 効果 的 に 運用 し て くだ さい 。。 
イ 取得 し た 財産 等 に つい て は 、 取 得 財 産 管理 台帳 (岩手 県 産業 ・ i ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 
補助 金 交 付 要綱 実施 細則 (以下 「 細 則 」 と いう 。) 様式 第 14 号 ) を 備え 、 適正 に 管理 し て くだ さい 。 
ウ 補助 金 に より 取得 し た 物品 等 は 、 事 業 目 的 以外 に は 使用 で きま せん の で 、 注 意 し て くだ さい 。 
エ 取得 価格 又は 増加 価格 が 50 万 円 以上 の 財産 を 処分 (目的 外 使用 、 譲 渡 、 交 換 、 貸 付け 、 担 保 ) 
する 必要 が 生じ た 際 は 、 財 産 処分 承認 申請 書 (細則 様式 第 15 号 ) を 事前 に 提出 し 、 知 事 の 承認 
受け て くだ さい 。 
た だ し 、「 補 助 金 等 に より 取得 し 、 又 は 効用 の 増加 し た 財産 の 処分 制限 期間 を 定め る 告示 」 (平成 
12 年 厚生 省 告示 第 105 号 ) に 定め る 期間 を 経過 し た 財産 に つい て は 、 承認 を 受け な いで 処分 する こ 
と が で きま す 。 
【 厚 生 省 告示 の 例 】 


































































































































































































































































































































































































































































































分 を 制限 する 財産 の 名 称 等 処分 制限 期間 

施設 設備 の 分 類 財産 の 名 称 、 構 造 等 (年 

構築 物 金属 造 の も の 薬品 貯 そ > 8 年 か ら 15 年 

廃 乗 物 処 理 設備 = | ーー 

及 移 に よっ て 取得 し た 骨 誠 を 処分 し た こと に よっ て 収入 を 但 た 場合 は 、 そ の 収入 の 條 部 又 は 
部 を 県 に 納付 し て いた だ く こ と が あり ます . 













































































7 補助 金 の 支払 い 


(1) 補助 対象 経費 の 支払 い は 、 他 の 取引 と の 区 別 を 明確 に する た め 、 単 独 の 支払 い に す る と と も に 
必ず 直接 払い や 銀行 振込 等 の 方 法 に より 行い 、 書 類 上 その こと を 確認 で きる よう に し て くだ さい ( 
し 手形 や 相殺 等 に よる 支払 い は 認め られ ませ ん )。 

(2) 補助 対象 経費 は 、 振 込 手 数 料 を 除い た 金額 に な る の で 、 相 手 方 か ら の サー ビス 等 で 振込 手数 料 を 

除い た 金額 を 相手 方 に 振り 込む こと が な いよ う 注 意 し て くだ さい 。 

(3) 補助 対象 経費 の 支出 は 、 令 和 5 年 2 月 28 日 まで に 完了 する よう に し て くだ さい 。 












































同 



























































8 スケ ジュ ー ル 








期間 … 令 和 4 年 5 月 24 日 (上 < 令 和 4 年 7 月 29 日 ( 移 ) 


書類 審査 … 令 和 4 年 8 月 
結果 決定 、 審 査 結果 通知 …8 月 9 月 上 旬 
補助 金 交 付 決定 …9 月 


※ 公募 期間 以外 は 、 時 期 が 変更 と な る 場合 が あり ます 。 








9 提出 書類 

以下 の 説明 で は 、 提出 書類 に つい て 「 岩 手 県 産業 ・ 地 域 ピ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補助 金 交 付 要 綱 」 
で 様式 を 定め て いる 場合 に は 「 要 綱 様 式 第 〇 号 」 と 、「 岩 手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補 
助 金 交 付 要 綱 実 施 細則 」 で 定め て いる 場合 に は 「 細 則 様 式 第 〇 号 」 と 記載 し て いま す 。 

いずれ の 書類 も 、 提 出 部 数 は 1 部 で す 。 

な お 、 下 記 書 類 の 提出 に あたっ て は 、 補 助 対象 経費 の 性 質 に 応じ て 、 必 ず 見 積 書 又 は それ に 準じ る も 
の (カタ ログ 等 ) の 写し を 添付 し て くだ さい 。 

(1) 応募 関係 書類 (追加 公募 期間 中 ) 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































事業 区 分 提出 書類 及び 添付 書類 様式 
① 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 基本 計画 書 細則 様式 第 1 一 6 号 
② 事業 計画 書 細目 
③ 収支 予算 書 細則 本 
④ 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑制 等 の 目標 及び 費用 対 効 果 の 確認 細則 様式 第 4 号 
法 
⑤ 市 場 形成 調査 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 細則 様式 第 7 号 
© 経営 状況 表 細則 様式 第 8 号 
⑦ 経営 計画 及び 資金 計画 細則 様式 第 9 号 
リ サイ クル 製品 の 販売 計画 (該当 が ある 場合 の み ) 細則 様式 第 10 号 
ゼロ エミ ッ シ ョ ン | 産業 廃棄 物 等 の 減量 化 ・ 資 源 化 計画 細則 様式 第 11 号 
普及 促進 事業 直近 3 期 分 の 財務 諸表 (貸借 対照 表 、 損 益 計 算 書 等 ) (個人 
の 場合 は 青色 申告 書 の 写し ) 
⑪ 法人 の 場合 は 定款 及び 癌 記事 項 証 明 書 、 個 人 の 場合 は 住民 
票 抄本 
⑫ 法人 の 場合 は 、 役 員 一 覧 表 
⑬ 納税 証明 書 (法人 の 場合 は 直近 1 期 分 の 法人 県 民 税 及び 法 
人 事業 税 、 個 人 の 場合 は 直近 1 年 分 の 個人 事業 税 ) 
全社 案 内 等 の パン フ ト 
⑯ 導入 予定 の 設備 ・ MM こ 関す る パン フレ ッ ト 
その 他 知 事 が 必 要 と 認 認め る 書類 
① 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ ェ ミッ ショ ン 推 進 事業 基本 計画 書 箇 則 様式 第 1 一 7 号 
② 事業 計画 書 細 員 
③ 収支 予算 書 細則 様 
④ 経営 状況 表 細 貞 
⑤ 経営 計画 及び 資金 計画 細 員 
⑥ リサ イク ル 製 品 の 販売 計画 細則 拉 求 
⑦ アド バイ ザー 派遣 受入 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) | 細則 様式 第 12 号 
環境 産業 育成 支援 直近 3 期 分 の 財務 諸表 (貸借 対照 表 、 損 益 計 算 書 等 ) (個人 
事業 の 場合 は 青色 申告 書 の 写し ) 
⑨ 法人 の 場合 は 定款 及び 癌 記事 項 証 明 書 、 個 人 の 場合 は 住民 
票 抄本 
法人 の 場合 は 、 役 員 一 覧 表 
⑪ 納税 証明 書 (法人 の 場合 は 直近 1 期 分 の 法人 県 民 税 及び 法 
人 事業 税 、 個 人 の 場合 は 直近 1 年 分 の 個人 事業 税 ) 
⑫ 会 社 案内 、 a レッ ト 
⑬ その 他 知 事 が 必要 と 認め る 書類 

















(2) 交付 申請 関係 書類 (事業 採択 後 ) 


























































































































事業 区 分 提出 書類 及び 添付 書類 様式 
① 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事 業 費 補助 金 交 | 要綱 様式 第 1 号 
付 申 請書 
ゼロ エミ ッ シ ョ ン 事業 計 








由 則 様式 第 2 一 6 号 
則 様 式 第 3 一 2 号 
則 様 式 第 7 号 











普及 促進 事業 


則 
: 舞 国 
唱 附 


うふ B33 















































KM 
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その 他 知事 が 必要 と 認め る 書類 
業 ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補助 金 交 | 要綱 様式 第 1 号 
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ul 
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うく 


様式 第 2 一 7 号 
様式 第 3 一 3 号 
| 様式 第 12 号 














環境 産業 育成 支援 


洛 
洗 
中 ヨ 
融 
喝 了 





中 
由 
中 























(該当 経費 が ある 場合 の み ) 


es 























OCOD ODL 
| 
中 
和久 
時 





アド バイ ザー 派遣 受入 計画 書 
その 他 知事 が 必要 と 認め る 書 








(3) 実績 報告 関係 書類 (補助 事業 完了 時 ) 




































































事業 区 分 提出 書類 及び 添付 書類 様式 
① 岩手 県 産業 ・ 地 域 ギ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 | 要綱 様式 第 3 一 1 
と と ぼる 志 ま ロー 吾 - >3 一 6 号 ( 事 3 
ゼロ エミ ッ シ ョ ン 普 及 促進 事業 事業 実績 幸 所 喜 3 一 6 号 (事業 別 ) 














② 収支 精算 書 要綱 様式 第 4 一 1 

て 4 一 3 二 (事業 別 ) 
③ 岩手 県 産業 地域 ゼロ エミッション 推進 | 要綱 様式 第 5 号 

業 費 補助 金 交 付 請求 (精算 ) 書 
④ (50 万 円 を 超え る 取得 財産 が ある 場合 ) | 細則 様式 第 14 号 
長 ※6 
































































































































mt ーー 2 で 提 や 呈 取得 財産 管理 台 

お 境 産 芋 

人 ⑤ 補助 対象 経費 に 関す る 経理 関係 の 書類 
の 写し (契約 書 、 領 収 書 等 

⑥ その 他 補 助 事業 に 関す る 証拠 書類 
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※6 事業 完了 後 、 一 定期 間 内 に 取得 価格 又は 増加 価格 が 50 万 円 以上 の 財産 を 処分 する 必要 が 生じ た 際 は 、 財 産 処分 承 
認 申 請書 (細則 様式 第 15 号 ) を 事前 に 提出 し て くだ さい 。 (詳細 は 6 (3 ) エ を 参照 ) 






























































中 




















(4) 産業 廃棄 物 等 発生 抑制 等 状況 報告 関係 書類 (補助 事業 年 度 の 翌年 度 以降 *?) 











事業 区 分 提出 書類 及び 添付 書類 様式 
































> さ ュ 佳 3 EF 県 産業 i 或 テ SN 7 マ ヽ 刈 由 ョ ー ク ムッ 二 百 
ゼロ エミ ッ シ ョ ン 普 及 促 進 事業 | 三共 間 業 地 若 ギ モロ エミ ッ ピ ショ ン | 光則 科 式 第 9 一 6 王 


















































進 状況 報告 書 
手 県 産業 ・ 地 域 ど ゼロ エミ ッ シ ョ ン | 細則 様式 第 13 一 7 号 
環境 産業 育成 支援 事業 手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロロ エミッション 様式 第 号 

進 状況 報告 書 









































































































































※7 補助 事業 年 度 終 了 後 2 年 間 及 び 5 年 経過 後 の 年度 の 状況 に つい て 、 当 該 年 度 終了 後 30 日 以内 
例 ) 令 和 4 年 度 事業 の 場合 ・・・ 令 和 6 、7 、10 年 の 4 月 中 























10 その 他 
(1) 事業 委託 の 制限 









































「 岩 手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 」 は 、 応募 事業 者 が 自ら 事業 を 2 









































SO 事業 の 大 半 を 他 の 事業 者 等 に 委託 する こ OS た だ し 。、 
め に 必要 と 認め られ る 範囲 内 で あれ ば 、 委 託す る こと も 可能 で す 。 
補助 対象 物件 等 の 検収 ・ 表 示 
補助 対象 物件 等 の 納入 期日 を 確実 に 
(検収 日 は 補助 対象 物件 等 の 取得 日 と し ます )。 
また 、 補 助 金 に より 取得 し た 物件 等 (原材料 その 他 表 示 が 困難 な も の は 除く 


令 和 4 年 度 岩 手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 取得 物件 























































































































て へ 




















と 表示 (長期 に わた っ て 消え る お それ が な く 、 か つ 見 え や すい 大 き さ の も の ) 
(3) グリ ー ン 購入 等 へ の 協力 






















































































補助 事業 実施 中 に 品 等 を 上 療 入 する 場合 は 、 岩手 県 知事 が 認 定 す る 「 岩 手 県 再生 資 泊 | 朗 E 製 品 」、 



































認定 ) 等 


等 、 で きる だ け 環 境 に や さ し い 物品 等 を 購入 し て くだ さい 。 








11 相談 ・ 応 募 先 

















うこ と を 前 提 と し 
事業 目的 を 達成 する 


























握 す る た め に 検収 を 行い 、 検 収 年 月 日 を 明確 に し て くだ さい 


。) に は 


し て くだ さい 。 


























「 岩 手 県 グリ ー ン 購入 基本 方 針 」 に 基づく 環境 物品 及び エコ マー ク 製 品 (公益 財団 法人 日 本 環境 協会 














この 補助 事業 の 相談 ・ 応 募 等 の 受付 窓口 は 下記 の と お り で す 。 事 業 内 容 、 書 類 の 作成 の 仕方 な ど 、 お 


気軽 に ご 相談 CS 


@ 岩手 県 環境 生活 部 資源 循環 推進 課 (岩手 県 店 11 階 ) 
所 在 地 : 〒020-8570 岩手 県 盛岡 市 内 丸 10 番 1 号 
TEL : 019-629-5367 
FAX : 019-629-5369 
e-mail : ACO003@pref. iwate. jp 
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